（様式第１号）

年　　月　　日


広 島 県 知 事　様


住所　
商号又は名称　
代表者職・氏名　


中山間地域課題解決型起業支援事業執行団体応募申請書

　このことについて、次のとおり必要書類を添えて申請します。なお、応募要件を満たしていること及び全ての記載事項は事実と相違ないことを誓約します。

記

１　事業名　中山間地域課題解決型起業支援事業

２　実施期間　中山間地域課題解決型起業支援事業費補助金の交付決定の日から
[bookmark: _GoBack]令和９年３月３日まで

３　担当者
　　所属・役職　
　　氏名　
　　電話番号　
　　メールアドレス　

４　添付資料
(1)  事業計画書（様式第２号）
(2)  資金計画（様式第３号）
(3)  法人に関する調書（様式第４号）
(4)  納税証明書（原本）
(5)  誓約書（様式第５号）
(6)  応募要件を満たしていることが確認できる書類


（様式第２号）

事業計画書
                        
              （必要に応じて追加で資料を作成し、添付してください。）
	【事業実施概要】





	【活動計画等】（詳細に記載すること。）
(1) 起業支援金の周知・地域課題解決型ビジネスプランの募集
　　

　  
　　 
(2) 申請者・採択者への伴走支援
　　 
    
　　
　　
(3) 地域課題解決型ビジネスプランの受付・審査・採択
　　
　　
　　
　　
(4) 採択者への起業支援金の交付決定・支給 



　
(5) その他









（様式第３号）

資金計画
１　人件費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）
	経費区分
	内容
	補助事業に
必要な経費
	補助対象経費
	補助金交付
申請予定額
	備考

	人件費
（内訳を別途　添付のこと。）
	
	
	　　　　 　　
	
	

	(1) 人件費　計
	
	
	
	



２　事業費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）
	経費区分
	内容
	補助事業に
必要な経費
	補助対象経費
	補助金交付
申請予定額
	備考

	事務費

	
	
	　　　　 　　
	
	

	補助費
	
	
	
	
	

	(2) 事業費　計
	
	
	
	



	
	補助事業に
必要な経費
	補助対象経費
	補助金交付
申請予定額
	備考

	(1) ＋ (2)
	
	
	
	


３　総事業費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）

（別紙）

事務費の積算根拠
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 （単位：円）
	経費区分
	内容
	金額
	積算基礎
	備考

	事務費

	
	
	　　　　 　　
	

	合計
	
	
	
	




（様式第４号）

法人に関する調書
	法人の名所
	

	設立年月日
	年　　月　　日

	主たる事務所の所在地
	

	定款又は寄附行為
	別紙（写）のとおり

	直近２期の決算状況
	別紙（写）のとおり

	法人の活動目的及び
事業内容
	








	法人の役職員数
	役員数 　名（うち常勤 　名、非常勤 　名）
（うち理事 　名、監　事 　名）

	
	職員数 　名（うち常勤 　名、非常勤 　名）
（うち正規 　名、臨時等 　名）

	事業を実施するための
職員数
	職員数 　名（うち常勤 　名、非常勤 　名）
（うち正規 　名、臨時等 　名）

	主な活動内容
（現在受託している業務も記載すること。）
	








	ホームページ
	有・無
	URL:

	備考
	




※　定款又は寄附行為及び直近２期分の決算書を添付すること。
※　法人の業務内容等を示したパンフレット等を添付すること。
※　欄内に記載できない場合には、適宜別紙を追加して記載すること。



（様式第５号）

誓約書


私は、下記の事項について誓約します。
なお、県が必要な場合には、広島県警察本部に照会することについて承諾します。


記

１　自己又は自社の役員等が、次のいずれにも該当する者ではありません。 
　暴力団員（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号。　以下「法」という。）第２条第６号に規定する暴力団員をいう。以下同じ。）
  自己、自社若しくは第三者の不正な利益を図る目的又は第三者に損害を加える目的を　もって、暴力団（法第２条第２号に規定する暴力団をいう。以下同じ。）又は暴力団員等を利用している者
  暴力団又は暴力団員等に対して、いかなる名義をもってするかを問わず、金銭、物品　　その他の財産上の利益を不当に提供し、又は便宜を供与するなど直接的又は積極的に　　暴力団の維持運営に協力し、又は関与している者
  暴力団又は暴力団員等と社会的に非難されるべき関係を有している者
　暴力団又は暴力団員等であることを知りながら不当な行為をするためにこれらを利用　している者

２　暴力団又は暴力団員等が、その経営に実質的に関与している法人その他の団体又は個人　　ではありません。


年　　月　　日　


広 島 県 知 事　様

住　　　所
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(ふりがな)
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　氏　　　名                 　　　　印
 
 （注）１　自己及び自社の役員等の名簿（裏面）を作成してください。名簿に記載されている情報は、県が広島県警察本部に照会する際に利用することがあります。
２　「役員等」とは、次に掲げる者をいいます。
ア　法人にあっては、非常勤を含む役員、支配人、営業所等（営業所、事務所その他　これらに準ずるものをいう。以  下ウにおいて同じ。）を代表する者その他　　　　いかなる名称を有するものであるかを問わず法人の経営を行う役職にある者又は　経営を実質的に支配している者
イ　法人格を有しない団体にあっては、代表者、理事その他アに掲げる者と同等の　　責任を有する者
ウ　個人にあっては、その者、営業所等を代表する者その他いかなる名称を有する　ものであるかを問わず個人の経営を行う役職にある者又は経営を実質的に支配している者


添付資料：執行団体に必要な要件が確認できる書類

	(1) 基本的要件





(2) 専門的知識に関する要件





(3) 守秘義務に関する要件





(4) 中立性・公平性に関する要件





(5) 業務執行体制に関する要件





(6) その他











（様式第６号）

質問・回答書

年　　月　　日

広 島 県 知 事  様

住所　
商号又は名称　
代表者職・氏名　
（担当者名　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
（電話番号　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
（メールアドレス　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

事業名　中山間地域課題解決型起業支援事業

	質　問　事　項
	

	回　　答
	




